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　抄　録　第１回（先月号掲載）における私法・民法の概論などを踏まえ，第２回は，民法の機能や
契約法の基本事項を説明し，民法の典型契約との対比で，特許権譲渡契約，通常実施権許諾契約，そ
して，秘密保持契約の内容を説明することで，知的財産部員に必要な民法の基本事項を示します。
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1 ．	契約と民法

1．1　契約自由の原則と民法の機能

第１回で説明しましたように，民法における
公理のようなものとして，私人は自由に契約関
係を中心とする法律関係・権利義務を形成する
ことができるという「契約自由の原則」が認め
られています。
この原則を前提としつつ，権利義務の発生・
変更・消滅の要件を定める実体法の一つである

民法は，社会で一般的に利用される契約を類型
化し，贈与契約，売買契約，賃貸借契約など13
種類の契約を定めています。これらの契約類型
を「典型契約」と呼んでいます。そして民法は，
当事者が売買契約や賃貸借契約などを締結した
場合に，どのような債権債務が当事者に発生す
るかを具体的に定めています。例えば売買契約
については，財産権の移転とその代金の支払い
を合意することによって成立すると定めていま
すが（民法555条），当事者が売買契約を締結し
ても，代金の支払期限などを具体的に定めてい
ないこともあります。そこで，売買契約の代金
の支払期限（民法573条）について条文を置き，
売買契約の当事者に発生する債権債務を定めて
います。このように民法の条文は，当事者が契
約において定めなかった事項について，その契
約に基づく当事者の債権債務関係を補充する機
能（内容補充機能）を有しています。
また，民法で規定されていない契約を「非典

型契約」といいますが，非典型契約においても，
典型契約の内容を構成する要素が含まれる契約
（このような契約を「混合契約」といいます）
が社会には多く存在します。そこで，非典型契
約に対しても，その非典型契約を締結した当事
者の意思や社会的な必要性，また，典型契約で

知的財産部員のための民法ガイド（その２）
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民法の条文が定められている理由を検討して，
民法の条文の類推適用（典型例には該当しない
が実質的に典型例であると評価されるケースに
典型例のケースのルールを適用すること）が認
められています。

1．2　契約の成立と契約違反･債務不履行

そもそも，契約とは，一定の効果の発生を目
的とする二人以上の人の相対立する意思表示
（申込みと承諾）の合致（合意）によって成立
する行為と定義されます。簡単に言えば，債権
債務関係を発生させようとする当事者の合意で
す。契約が有効に成立すれば，成立した契約か
ら具体的にどのような債権債務関係が生じてい
るかが問題になることがあります。このような
問題に対して民法が補充的に規定されることに
より問題が解決されるわけです。債権債務関係
の内容が具体的に確定されたとすれば，次に，
合意された通りに債務が履行されて，契約が終
了することが最も好ましいのですが，不幸にし
て，契約内容に適合したかたちで履行がされな
いこともあります。これは契約違反であり，法
的に厳密には「債務不履行」といわれるもので
す。
この契約違反・債務不履行（民法415条）には，

表１に示したようにいくつかのケースがありま
す。まず，債務の履行が全くない場合と債務の
履行があったが不完全な場合です。前者には２
つのケースがあり，①契約に基づく債務の履行
期が来て，かつ実際に履行することが可能であ
るのに，履行がなされない場合である「履行遅
滞」と，②履行が不能になった場合である「履
行不能」とに分けられます。後者の債務の履行
があったが不完全な場合（「不完全履行」と呼
ばれます）は３つに分けることができます。①
履行方法が不適切である場合，②目的物に瑕疵
（欠陥）がある場合（この場合には，民法415条
ではなく民法570条・566条［一見して見つける

ことができない瑕疵に関する瑕疵担保責任の条
文］の適用が問題になることがあります），そ
して，③サービスの瑕疵の場合の３つになりま
す。

表１　債務不履行の種類

債務不履行の種類
債務の
履行なし

履行可能 履行遅滞
履行不可能 履行不能

債務の履行あり 不完全履行

次に，これらの契約違反･債務不履行が生じ
た場合，債権者である当事者はどのような救済
を受けることができるのかについて，民法では，
債権内容についての現実的履行の強制（債務者
の意思を無視して，あるいは心理的な強制を与
えることによって債務の内容を国家権力により
実現する方法），損害賠償，そして，契約の解
除という救済方法を定めています。このような
救済方法については，当事者が契約で決めてい
なくても，当然に民法の規定が適用されるもの
となっています。よって，契約書で見かけるこ
とがある「当事者の一方に債務不履行があれば，
他方当事者は損害賠償を請求することができ
る」という条文は，民法の規定（415条）と同
様の内容を確認的に定めているにすぎません。

1．3　‌�特許権譲渡契約・通常実施権許諾契
約と民法との関係

知的財産部において扱う契約の多くは，特許
権譲渡契約と通常実施権許諾契約と思われま
す。まず，既に見たように，民法の典型契約の
一つである売買契約は，財産権の移転とその代
金の支払いの合意によって成立し，売買契約の
対象となる財産権には，特許権などの知的財産
権も含まれます。「特許権譲渡契約書」という
契約書のタイトルからは通常意識されていない
と思われますが，特許権譲渡契約は売買契約に
あたりますので，契約書に定めがない事項につ
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いては，民法の売買契約の条文が補充的に適用
されることとなります。このため，特許権譲渡
契約の内容を検討する際には，特許法の条文に
加えて，民法の売買契約の条文との関係も考え
る必要があります。
また，既に説明をしたように，ある契約が典
型契約に該当しない場合であっても，典型契約
と類似するものについては，典型契約に関する
条文が類推適用されることになります。民法の
定める典型契約である賃貸借契約は，ある物を
使用・収益させることと，賃料の支払いを合意
することによって成立します（民法601条）。「あ
る『物』」との文言となっているように，賃貸
借契約は有体物（有形的に存在するもの）の使
用許諾を対象としていることから，無体物（有
形的に存在しないもの）である特許発明の実施
許諾は，民法の賃貸借にはあたりません。しか
し，特許発明の実施を許諾することとマンショ
ンや土地などの不動産を使用させることは類似
していると評価できます。また，特許発明の実
施に関してライセンス料を支払うことと不動産
の使用に関して賃料を支払うことも類似してい
ると評価できます。そこで，通常実施権許諾契
約については，民法で定める賃貸借契約の条文
を直接適用することはできないものの，賃貸借
契約の考え方を基礎にして解釈し，また，民法
の条文が類推適用されることを考慮して理解す
ることが必要になります。そのため，以下では，
特許権と不動産にまつわる譲渡契約や賃貸借契
約（許諾契約）とを比較しながら説明します。

2 ．	不動産譲渡契約と特許権譲渡契約

2．1　‌�不動産譲渡契約と特許権譲渡契約に
おける当事者の権利移転の合意

不動産譲渡契約と特許権譲渡契約を具体的に
対比して見てみることにします。まず，不動産
譲渡契約は，一方当事者が不動産の所有権とい

う財産権を移転し，相手方当事者がこれに対し
て代金を支払うという合意によって成立する売
買契約です。民法において，所有権は，物に対
する排他的支配権である物権と位置づけられ，
当事者の合意だけで所有権の移転が生じると定
められています（民法176条）。
また，特許権譲渡契約も特許権という財産権

の移転を目的とする売買契約です。そして特許
権は，特許権侵害をしている者に対して差止請
求権が認められるなど，他人による実施を禁止
できる権利として構成されており（特許法100
条），発明に対する独占的な支配権が認められ
ることから，物権である所有権と類似の性質を
持つものと理解されています。他方で，特許法
における特許権の移転は，特許権譲渡契約の成
立，すなわち当事者の合意のみによっては直ち
には認められず，特許原簿への登録をしなけれ
ば効力が発生しないものと定められています
（特許法98条１項１号）。

2．2　所有権の登記制度と特許権の登録制度

不動産譲渡契約の目的となる不動産は高額で
すので，誰が所有者であるかが分からなければ
安心して取引をすることができません。不動産
取引の安全のためには，所有権など物権の権利
者を第三者に分かるようにしておくことが重要
になります。不動産を対象とする物権の権利関
係を認識できるようにするために，民法は登記
簿による登記制度を規定し，登記簿を見ること
によって，その不動産にどのような物権が成立
しているかなどを確認することができるように
しています。また，特許権についても，その内
容や権利者が登録される特許原簿があり，登録
制度が採用されています。
不動産の登記制度と発明に関する特許の登記

制度を比較すると，不動産所有権の移転と特許
権の移転の場合とで，登記や登録の機能が異な
っていることが分かります。まず，不動産譲渡
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契約によって移転する所有権は物に対する直接
的排他的支配権ですので，一つの不動産につい
て二つの所有権は成立しません。そこで，一つ
の不動産が二重に譲渡された場合には，いずれ
かの買主が所有者となり，他の買主は所有者と
なることができなくなります。このように両立
しえない権利の帰属をめぐって争う問題（対抗
問題と呼ばれます）を解決するため，いずれの
当事者が優先するかを解決する基準が必要とな
ります。この問題を処理するために登記が利用
されることが予定されており，売買の先後では
なく，先に登記を備えた買主が他の買主に優先
することとなります（民法177条）。この条文で
は，登記を備えることで第三者に対抗できるこ
とが定められており，登記によって得られるこ
の効力を対抗力といいます。
これに対して特許権の移転は，「登録をしな

ければ，効力を生じない」（特許法98条１項１号）
と定められていますので，特許権譲渡契約が二
つ締結されただけでは，いずれの契約の効力も
まだ生じていないため，特許権が二重に譲渡さ
れているという状態が生じないこととなってい
ます。すなわち，不動産譲渡と異なり，特許権
譲渡では，登録原簿への登録は，権利が二重に
譲渡された場合の二人の譲受人のどちらかが確
定的に権利者となるかを決める基準として機能
（対抗要件として機能）するのではなく，特許
権の譲渡の効力自体の発生の有無を決めるため
の機能を持つものとなり，効力発生要件と位置
づけられていることになります。このように，
不動産所有権と特許権の移転に関わる登記制度
と登録制度は機能が異なりますので，注意が必
要です。

3 ．	賃貸借契約と通常実施権許諾契約

3．1　‌�賃貸借契約の賃借人の権利と通常実
施権許諾契約の権利の性質・種類

賃貸借契約は，ある物を使用・収益させるこ
とと，賃料の支払いを合意することによって成
立するもので（民法601条），賃借人が有する賃
借権は，マンションなどの有体物を使用収益さ
せるよう，賃貸人に対して積極的に請求するこ
とができる債権（作為請求権）です。有体物は，
一人の者が使用していれば他の者が使用するこ
とはできない性質を持つものですので，複数の
賃借権は成立しえません。
これに対して，特許発明は無体物で，複数の

者が特許発明を同時に実施することができるも
ので，通常実施権の許諾を受けた通常実施権者
（ライセンシー）の権利の内容は，特許発明を
実施していることについて，特許権者に対して
自分に差止請求や損害賠償請求をしないよう請
求することができる債権（不作為請求権）であ
るとされています。
そして，通常実施許諾契約は，典型契約とし

て民法に規定がなく，実務上，さまざまな通常
実施許諾契約が締結されています。まず，通常
実施権の対象となる特許発明につき，特許権者
が複数の者に対して許諾をする場合（それらの
者が，無限定の場合と限定されている場合があ
ります）があり，このような場合の通常実施権
許諾契約を非独占的通常実施権許諾契約（表２
のＡ）といいます。これに対して，通常実施権
許諾契約の締結に際して，特許権者が一人の通
常実施権者以外の者には実施の許諾をしない旨
の約束をすることがあります。このような場合
の通常実施権許諾契約を独占的（排他的）通常
実施権許諾契約（表２のＢ）といい，さらに特
許権者自身が実施するか否かにより，実施しな
い場合は完全独占的通常実施権許諾契約（表２
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のＢ－１）とされ，実施する場合は不完全独占
的通常実施権許諾契約（表２のＢ－２）とされ
ます。

表２　通常実施権許諾契約の種類

（Ａ）非独占的通常実施権許諾契約
　（Ａ－１）被許諾者が無限定の場合
　（Ａ－２）被許諾者が限定された複数の場合

（Ｂ）独占的（排他的）通常実施権許諾契約
　（Ｂ－１）不完全独占的通常実施権許諾契約
　（Ｂ－２）完全独占的通常実施権許諾契約

これらの独占的通常実施権の内容は，特許権
者に対して，特許発明を実施しても差止請求や
損害賠償請求をしないよう請求する債権（不作
為請求権）であることに加えて，特許権者が他
者に実施許諾をしないよう請求することができ
る債権（不作為請求権）をも含むものとされて
います。

3．2　‌�賃貸借契約と通常実施権許諾契約に
おける賃貸人・特許権者の変更

賃借人は，賃貸人に対して，有体物を使用収
益させるよう積極的に請求する債権（作為請求
権）を有しますが，債権は，特定の者に対して
特定の行為をするよう請求する権利ですので，
賃貸人以外に対しては行使することができませ
ん。そこで，賃貸人が賃借人に貸している有体
物を第三者に譲渡した場合，賃貸人はその所有
権を失いますので，その有体物を貸すことがで
きなくなり（契約違反･債務不履行が生じてい
る状況になり，賃借人は賃貸人に損害賠償請求
をすることができます），また，賃借人は，新
たな所有者に対してその有体物を使用収益させ
るよう請求することもできないため，賃貸借契
約は履行ができないものとなり消滅することに
なります（このような状況は「売買は賃貸借を
破る」といわれます）。

しかし，例外的に，民法上，不動産を対象と
する賃借権に限り登記をすることが認められて
おり（民法605条），また，賃借人を保護するた
めの民法の特別法である借地借家法という法律
で，建物については引渡しを受けること，また，
土地については土地上に建物を建ててその建物
に登記をすることで，賃借権自体の登記をした
ことと同様の効果が認められています。賃借権
登記などの後に不動産が第三者に譲渡された場
合には，賃借人は新たな所有者に対して，旧所
有者との間の賃貸借契約と同様の賃貸借契約が
承継されることを主張することができるものと
されています。
また，賃貸借契約に類似するものと考えられ

る通常実施権許諾契約に基づいて通常実施権者
が有する権利は，特許発明を実施しても特許権
者が差止請求や損害賠償請求をしないよう特許
権者に対してのみ請求できる債権にすぎませ
ん。平成23年の特許法改正前までは，民法の賃
貸借契約のルールと同様に，特許権者が通常実
施権の許諾をしている特許権を第三者に譲渡し
た場合，通常実施権の許諾者は特許権を失いま
すので，通常実施権者は，原則として，その特
許発明の実施を許諾することができなくなると
され（契約違反･債務不履行が生じている状況
になり，通常実施権者は，元の特許権者に対し
て損害賠償請求をすることができます），また，
特許原簿に通常実施権が登録されている場合に
は，例外的に，特許権を譲り受けた者に通常実
施権を主張でき，通常実施許諾契約が承継され
ることとされていました。しかし，特許権者に
は登録に協力する義務がなく，また，登録する
ことにより通常実施権の内容が明らかとなるこ
とが問題となり，登録がほとんどなされないと
いう状況にあったため，特許権の譲渡により，
通常実施権が消滅してしまう事態が生じていま
した。そこで平成23年の特許法改正では，民法
のルールとは異なるルールが採用され，通常実
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施権は，登録がなくても，通常実施権許諾契約
の内容を通常実施権の効力発生後になされた特
許権の譲受人に対して主張できるという，当然
対抗要件制度が採用されるようになっていま
す。

4 ．	‌�秘密保持契約と民法・不正競争防
止法の関係

知的財産部においては，特許権譲渡契約や通
常実施権許諾契約以外に，秘密保持契約を扱う
ことも多いと思われます。秘密保持契約は，ラ
イセンス契約や共同開発契約などの契約締結交
渉に入る前に広く取り交わされる契約です。こ
の秘密保持契約は，①こちら側が情報を開示す
る側なのか，②こちら側が情報の開示を受ける
側なのか，それとも，③当事者双方がほぼ対等
に情報を開示しあう関係にあるのか，の三つの
類型に分類できます。このように分類できる秘
密保持契約ですが，民法では全く規定が置かれ
ていませんし，また，民法の典型契約でこの秘
密保持契約に類似する契約類型はありません。
従って，秘密保持契約においては，民法の条文
で補充される債権債務がなく，当事者が合意を
した債権債務以外には権利義務関係が生じない
と考えられ，契約を締結する当事者が契約内容
を確定する必要があります。特に，秘密保持契
約で保護の対象となる秘密情報は無体物ですの
で，曖昧になりがちな秘密の範囲を明確に定め，
どちらの当事者がどのような秘密保持義務を負
うかを明確にしておくことが必要になります。
秘密保持契約においては，相手方当事者が秘

密情報を不正に他者に開示したり，不正に利用
したりすれば，契約違反・債務不履行になり，
差止請求や損害賠償請求をすることができま
す。また，不正に開示等がなされた秘密情報の

中に不正競争防止法に規定されている「営業秘
密」が含まれている場合には，不正に開示等を
した者に対して，契約の効力としてではなく，
法律上，差止請求や損害賠償請求をすることも
認められています（不正競争防止法２条１項７
号）。

5 ．	おわりに

特許権譲渡契約や通常実施権許諾契約を理解
するには，民法の三大原則の一つである契約自
由の原則を踏まえて，それらの契約に関係する
民法の典型契約である売買契約と賃貸借契約の
意味内容を理解しておくことが大切になりま
す。
まず，特許権譲渡契約は民法上の売買契約に

該当するものですので，契約書に定めがない事
項には，民法の売買契約に関する条文が適用さ
れます。次に，通常実施権許諾契約は，民法上
の典型契約である賃貸借契約に該当しないもの
の，賃貸借契約に類似するものと評価されるこ
とから，賃貸借契約との比較で債権債務関係を
考えなければなりません。
最後に，秘密保持契約は，該当する典型契約

がなく，また類似する典型契約もありませんの
で，契約書に定めがない事項について民法の規
定により補充がなされません。そこで，秘密保
持契約では，必要である事項をすべて合意して
おく必要がでてきます。
今回は，当事者の合意に基づく権利関係とし

て，特許権譲渡契約，通常実施権許諾契約，そ
して，秘密保持契約を説明しましたので，次回
は，特許権侵害があったような場合に問題とな
る，当事者の合意によらない権利関係である不
法行為について説明します。

（原稿受領日　2012年11月15日）
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